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第 1.－４図 分離建屋の内部ループ通水による冷却概要 

については商業機密の観点から公開できません。 300
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【精製建屋の蒸発乾固の発生の防止のための措置の概要】 

第 1.－５図 精製建屋の内部ループ通水による冷却概要図 
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第 1.－６図 精製建屋の内部ループ通水による冷却概要 

については商業機密の観点から公開できません。 302
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【ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の蒸発乾固の発生の防止のための措置の概要】 

第 1.－７図 ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の内部ループ通水による冷却概要図 
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第 1.－８図 ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の内部ループ通水による冷却概要 

については商業機密の観点から公開できません。 304
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【高レベル廃液ガラス固化建屋の蒸発乾固の発生の防止のための措置の概要】 

第 1.－９図 高レベル廃液ガラス固化建屋の内部ループ通水による冷却概要図 
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第 1.－10 図 高レベル廃液ガラス固化建屋の内部ループ通水による冷却概要 

306



12 

1.2 蒸発乾固の発生の防止のための措置の信頼性 

1.2.1 内部ループ通水による冷却に使用する設備の設計 

内部ループ通水に使用する系統は、基準地震動を 1.2 倍にした地震動を

考慮する設計とすることで、系統自身の堅牢性を十分確保した上で、乾

燥・固化後の状態におけるリスクの大きさを考慮し、さらに信頼性を高め

るための設計としている。 

 位置的分散及び独立性を考慮した系統を２系統整備※ ⇒ 多重性確保

 １系統あたり２口、合計４口の接続口を整備※ ⇒ 通水のための多様

な空間を確保 

※ 通常運転時、１系統の安全冷却水系で冷却を行っている貯槽を除

く。これらの貯槽は、沸騰に至るまでの時間が概ね 100 時間を超え

ることから，仮に内部ループへの通水が機能しない場合においては，

冷却コイル又は冷却ジャケットへの通水へ切り替える。 

○接続口の信頼性

内部ループ通水に使用する配管は、独立した系統に複数の接続口を設

け、複数の部屋で通水できるよう設計している。 

第 1.－11 図 内部ループ通水の接続口概要図 
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1.2.2 内部ループ通水による冷却に使用する設備の有効性について 

蒸発乾固への対処は，安全冷却水系の冷却機能の喪失が発生した場合

に実施するため，蒸発乾固への対処に使用する重大事故等対処施設には，

安全冷却水系の冷却機能の喪失に伴って生じる環境条件の変化を想定した

場合でも，必要な機能を有効に発揮することが求められる。 

以下に，重大事故等対処施設が機能を発揮できることを説明する。 

ａ．温度 

1)常設重大事故等対処設備

内部ループ通水は，溶液の沸騰前に実施することから，その温度は

最大でも溶液の沸点程度であり，設備の機能を損なうことはない。 

 内部ループ通水は、基本的に沸騰開始前までに実施されることか

ら、温度条件としては沸点以下が基本。 

2)可搬型重大事故等対処設備

可搬型重大事故等対処設備は，直接溶液と接することはなく，外部

から供給される冷却水又は除熱後の排水を通水するのみである。内部

ループへの通水時の供給水量は，除熱後の排水温度が 55℃以下とな

る水量で供給することから，設備の機能を損なうことはない。 

 可搬型ホース等は直接溶液と接することはなく、外部から供給さ

れる冷却水又は除熱後の排水を通水するのみである。 

 可搬型ホース（消防ホース）の耐熱温度 60℃に対し、内部ループ

への通水時の供給水量は、除熱後の排水温度が 55℃以下となる水

量で供給することから、想定される使用条件において有意な影響

を与えることはない。 
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ｂ．圧力 

可搬型中型移送ポンプからの冷却水供給圧が圧力条件として最も高

いが，内部ループ通水による冷却に使用する設備は最高使用圧力以下

の供給圧で冷却水を供給する運用とすることから，設備の機能を損な

うことはない。 

 常設重大事故等対処設備の最高使用圧力が 0.98ＭＰａであるのに

対し、可搬型中型移送ポンプからの冷却水供給圧を 0.8ＭＰａ以

下とすることから、有意な影響はない 

 可搬型ホース（消防ホース）の使用圧力が 1.6ＭＰａ程度である

のに対し、可搬型中型移送ポンプからの冷却水供給圧を 0.8 

ＭＰａ以下とすることから、有意な影響はない 

ｃ．放射線 

直接溶液と接する常設重大事故等対処設備における放射線影響は，

平常運転時と同程度であり，直接放射線と接しない可搬型重大事故

等対処設備における放射線影響は，セル外で使用することからその

影響は無視できることから，設備の機能を損なうことはない。 

1.2.3 冷却水の供給 

 各建屋の沸騰に至るまでの時間が最も短い機器の時間余裕，内部ルー

プ通水開始時間及び各建屋において冷却に必要な水の流量を以下に示

す。 

 いずれの建屋においても、整備した可搬型中型移送ポンプ（容量 240

ｍ3／ｈ）を用いて沸騰開始前までに冷却水の通水が可能である。

309



15 

第 1.－１表 時間余裕，内部ループ通水開始時間及び必要流量 

建屋 沸騰まで

の時間 

内部ループ 

通水開始時間 

必要流量 

前処理建屋 140 時間 35 時間 40 分 約 29ｍ３/ｈ 

分離建屋※ 

（分離建屋蒸発乾固１） 

15 時間 13 時間 約 14ｍ３/ｈ 

（分離建屋蒸発乾固２） 330 時間 40 時間５分 約 8.8ｍ３/ｈ 

（分離建屋蒸発乾固３） 180 時間 45 時間 45 分 約 10ｍ３/ｈ 

精製建屋 11 時間 8 時間 50 分 約 4.1ｍ３/ｈ 

ウラン・プルトニウム混

合脱硝建屋 

19 時間 17 時間 約 1.3ｍ３/ｈ 

高レベル廃液ガラス固化

建屋 

23 時間 20 時間 約 70ｍ３/ｈ 

※分離建屋蒸発乾固２及び分離建屋蒸発乾固３の機器グループに属する機器

ついては，沸騰までの時間が長いため，沸騰に至るまでの時間が概ね 100 時

間以内となる機器グループに属する機器への対応が完了した後に実施する。 
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2. 蒸発乾固の拡大の防止のための措置の概要

蒸発乾固の発生の防止のための措置の実施にも係らず、機器に内包する

高レベル廃液等が沸騰に至る場合には、機器に注水することにより、放射

性物質の発生を抑制し、蒸発乾固の進行を緩和する。 

さらに，蒸発乾固への対策に使用する常設重大事故等対処設備の配管以

外に，機器に接続している重大事故等対処施設の放射線分解により発生す

る水素による爆発に対処するための設備の常設重大事故等対処設備の配管

を始めとするその他の配管を活用した機器への注水手順書を整備すること

により，機器への注水を確実なものとする。 

さらに、内部ループへの通水が実施できなかった場合でも、より機器に

近い位置から冷却コイル又は冷却ジャケットへ通水することにより、蒸発

乾固を想定する機器に内包する高レベル廃液等を冷却する。 

また，機器に接続する塔槽類廃ガス処理設備の配管の流路を遮断する

ことにより，放射性物質をセルに導出し，セルへの導出経路及びセルに

て放射性エアロゾルの沈着を図る。 

また，冷却機能が喪失している状況において，溶液が沸騰していない

状態であっても，水素掃気用の圧縮空気が継続して供給されることに伴

い，機器の気相部の放射性物質が圧縮空気により同伴され，蒸発乾固が

発生した設備に接続する換気系統の配管に設置されている水封安全器か

らセル等へ移行した後，地上放散する可能性がある。このため，気相中

に移行した放射性物質の大気中への放出を可能な限り低減するため，放

射線分解により発生する水素による爆発を想定する機器内の水素濃度が

８ｖｏｌ％に至る時間が長い建屋への圧縮空気の供給を停止し，放射性

物質の移行を停止するとともに，塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出

するユニットの経路を速やかに構築する。 
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溶液が沸騰していない状態で機器の気相部へ移行し，水素掃気の圧縮

空気により同伴された放射性物質については，セルへの導出経路上に設

置した高性能粒子フィルタにより放射性エアロゾルを除去する。 

溶液の沸騰に伴い発生した放射性物質はセルに導出する前に，凝縮器に

通水することで，沸騰に伴い発生する蒸気を凝縮し，凝縮水を回収する。 

放射性物質の大気中への経路外放出を防止するため，排風機を運転し，

高性能粒子フィルタにより放射性エアロゾルを除去することで大気中へ放

出される放射性物質量を低減し，主排気筒から大気中へ管理しながら放出

する。

各建屋の対策の概要等を以下に示す。 
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【前処理建屋の蒸発乾固の拡大の防止のための措置（貯水槽から機器への注水）の概要】 

第 2.－１図 前処理建屋の貯水槽から機器への注水策概要図 
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第 2.－２図 前処理建屋の貯水槽から機器への注水策概要 

については商業機密の観点から公開できません。 314
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【分離建屋の蒸発乾固の拡大の防止のための措置（貯水槽から機器への注水）の概要】 

第 2.－３図 分離建屋の貯水槽から機器への注水策概要図 
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第 2.－４図 分離建屋の貯水槽から機器への注水策概要 

については商業機密の観点から公開できません。 316
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【精製建屋の蒸発乾固の拡大の防止のための措置（貯水槽から機器への注水）の概要】 

第 2.－５図 精製建屋の貯水槽から機器への注水策概要図 
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第 2.－６図 精製建屋の貯水槽から機器への注水策概要 

については商業機密の観点から公開できません。 318
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【ウラン・プルトニム混合脱硝建屋の蒸発乾固の拡大の防止のための措置（貯水槽から機器への注水）の概要】 

第 2.－７図 ウラン・プルトニム混合脱硝建屋の貯水槽から機器への注水策概要図 
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第 2.－８図 ウラン・プルトニム混合脱硝建屋の貯水槽から機器への注水策概要 

       25
については商業機密および核不拡散の観点から公開できません。
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【高レベル廃液ガラス固化建屋の蒸発乾固の拡大の防止のための措置（貯水槽から機器への注水）の概要】 

第 2.－９図 高レベル廃液ガラス固化建屋の貯水槽から機器への注水策概要図
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第 2.－10 図 高レベル廃液ガラス固化建屋の貯水槽から機器への注水策概要 

については商業機密の観点から公開できません。 322
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【前処理建屋の蒸発乾固の拡大の防止のための措置（冷却コイル等通水）の概要】 

第 2.－11 図 前処理建屋の冷却コイル等通水概要図 
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第 2.－12 図 前処理建屋の冷却コイル等通水概要 

29 
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【分離建屋の蒸発乾固の拡大の防止のための措置（冷却コイル等通水）の概要】 

第 2.－13 図 分離建屋の冷却コイル等通水概要図 
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第 2.－14 図 分離建屋の冷却コイル等通水概要 

 については商業機密の観点から公開できません。
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【精製建屋の蒸発乾固の拡大の防止のための措置（冷却コイル等通水）の概要】 

第 2.－15 図 精製建屋の冷却コイル等通水概要図 

327



33 

第 2.－16 図 精製建屋の冷却コイル等通水概要 
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【ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の蒸発乾固の拡大の防止のための措置（冷却コイル等通水）の概要】 

第 2.－17 図 ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の冷却コイル等通水概要図 
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第 2.－18 図 ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の冷却コイル等通水概要 
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【高レベル廃液ガラス固化建屋の蒸発乾固の拡大の防止のための措置（冷却コイル等通水）の概要】 

第 2.－19 図 高レベル廃液ガラス固化建屋の冷却コイル等通水概要図 
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第 2.－20 図 高レベル廃液ガラス固化建屋の冷却コイル等通水概要 
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【前処理建屋の蒸発乾固の拡大の防止のための措置（放出低減対策）の概要】 

第 2.－21 図 前処理建屋の放出低減対策概要図 
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第 2.－22 図 前処理建屋の放出低減対策概要（その１） 

334



第 2.－23 図 前処理建屋の放出低減対策概要（その２） 

       40
については核不拡散の観点から公開できません。
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【分離建屋の蒸発乾固の拡大の防止のための措置（放出低減対策）の概要】 

第 2.－24 図 分離建屋の放出低減対策概要図 
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第 2.－25 図 分離建屋の放出低減対策概要（その１） 
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第 2.－26 図 分離建屋の放出低減対策概要（その２） 

                                                                        43
については商業機密および核不拡散の観点から公開できません。 338
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【精製建屋の蒸発乾固の拡大の防止のための措置（放出低減対策）の概要】 

第 2.－27 図 精製建屋の放出低減対策概要図 
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